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● 我が国における昭和 20 年 8 月から平成 30 年 12 月までの主な政党の設立、名称

変更、合併、分割等の動向をまとめた。 

 

● 原則として、政治資金規正法（昭和 23 年法律第 194 号）に基づく政党の設立に関

する届出を行い、かつ、国会議員が 1 人以上所属する団体を掲載することとした。 

 

● 政治資金規正法における政党要件の変遷及び現行の政党関係法制において「政

党」等としての取扱いを受けるための要件を表にまとめた。 
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はじめに 

 

本稿は、我が国における昭和 20 年 8 月から平成 30 年 12 月までの主な政党の設立、名称変

更、合併、分割等の動向をまとめたものである1。以下、本稿において掲載対象とする「政党」

の基準を示し、主な記載事項について説明した上で、主要政党の変遷を図示する。 

 

Ⅰ 掲載対象とする「政党」 
 

原則として、「政治資金規正法」（昭和 23 年法律第 194 号）に基づく政党の設立2の届出を

行い、かつ、国会議員が 1 人以上所属する団体を掲載することとしたが、必要に応じて、同法

上の（政党以外の）政治団体についても一部掲載した。ただし、昭和 50 年以前は、同法の政党

要件を満たす団体に係る届出状況の把握が困難であるため3、政党の変遷について書かれている

文献4を参考にした。なお、表 1 のとおり、同法の政党要件に関する規定は、これまでに 2 度の

改正が行われている5。 

現在の我が国の法律においては、表 2 のとおり、政治資金規正法のほか「政党助成法」（平

成 6 年法律第 5 号）、「政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律」

（平成 6 年法律第 106 号）及び「公職選挙法」（昭和 25 年法律第 100 号）において、それぞれ

政党等の要件が定められている。 

 
 
 
 
 
 
 

                                                      
* 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、平成 31 年 2 月 21 日である。 
1 本稿は、間柴泰治・柳瀬晶子「主要政党の変遷と国会内勢力の推移（資料）」『レファレンス』651 号, 2005.4, pp.

70-81. <http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_999897_po_065104.pdf?contentNo=1>; 神田広樹「戦後主要政党の変

遷と国会内勢力の推移（資料）」『レファレンス』761 号, 2014.6, pp.41-64. <http://dl.ndl.go.jp/view/download/digide
po_8689381_po_076103.pdf?contentNo=1> のうち、戦後の主要政党の変遷の部分を一部修正した上で、近年の動向

を加筆したものである。 
2 本稿において、「政党の設立」とは、政治資金規正法の政党要件を満たす団体を新たに設立した場合に加え、同法

上の（政党以外の）政治団体が新たに同法の政党要件を満たすこととなった場合を含む。 
3 現行の政治資金規正法では、政党の設立、異動（政党の名称等の変更）等が行われた場合に、当該団体は、総務大

臣（平成 13 年の中央省庁再編までは自治大臣。以下注において同じ。）に対しそれらの事項に関する届出を行わ

なければならず（第 6 条第 1 項及び第 7 条第 1 項）、その届出が行われた場合には、総務大臣は、主な届出内容に

ついて、遅滞なく、官報への掲載等により公表しなければならない（第 7 条の 2 第 1 項及び第 3 項）。ただし、昭

和 50 年法律第 64 号による政治資金規正法の改正（昭和 51 年 1 月 1 日施行）前は、政党の届出に関する規定はあ

ったが、届出内容の公表に関する規定はなかったため、その十分な公表が行われていなかった。そのため、昭和 50
年以前については、同法上の政党の設立、異動等の網羅的な把握が困難となっている。 

4 「付録 35 政党系統図」京都大学文学部国史研究室日本近代史辞典編集委員会編『日本近代史辞典』東洋経済新

報社, 1958, 別折付表;「11 政党の変遷 （2）政党の系譜」自治庁選挙局『選挙年鑑 昭和 28～32 年』1960, 巻
末; 三省堂編修所編『日本史年表―地図対照―』三省堂, 1962, p.204; 三沢潤生「政党主要系統図」国史大辞典編集

委員会編『国史大辞典 第 8 巻』吉川弘文館, 1987, 巻末;「系統図」村川一郎編著『日本政党史辞典 1868 年－

1989 年 下』国書刊行会, 1998, pp.(207)-(221). 
5 2 度の改正時の各法律は、前掲注(3)の昭和 50 年法律第 64 号及び平成 6 年法律第 4 号（政党の要件を定める第 3 条

第 2 項の改正規定は、平成 6 年法律第 12 号により一部改正された上で、平成 6 年 12 月 25 日施行）。 
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表１ 政治資金規正法における政党の要件等の変遷 
 昭和 23 年制定時 

（昭和 23 年 7 月 29 日施行） 
昭和 50 年改正時 

（昭和 51 年 1 月 1 日施行） 
平成 6 年改正時 

（平成 6 年 12 月 25 日施行） 

政治団体等

の定義 

「政党」*1 
第 3 条第 1 項 
次のいずれかを本来の目的とす
る団体 
1. 政治上の主義若しくは施策
を推進し、支持し、又はこれ
に反対すること 

2. 公職の候補者を推薦し、支持
し、又はこれに反対すること 

 
「協会その他の団体」*1 
第 3 条第 2 項 
政党以外の団体で、次のいずれ
かの目的を有する団体 
1. 政治上の主義若しくは施策
を支持し、又はこれに反対す
ること 

2. 公職の候補者を推薦し、支持
し、又はこれに反対すること 

 

「政治団体」 
第 3 条第 1 項 

1. 次のいずれかを本来の目
的とする団体 
①政治上の主義若しくは施
策を推進し、支持し、又
はこれに反対すること 

②特定の公職の候補者を推
薦し、支持し、又はこれ
に反対すること 

2. 次に掲げる活動をその主
たる活動として組織的か
つ継続的に行う団体 
①政治上の主義若しくは施
策を推進し、支持し、又
はこれに反対すること 

②特定の公職の候補者を推
薦し、支持し、又はこれ
に反対すること 

「政治団体」 
第 3 条第 1 項 
 
※昭和 50 年改正時と同じ。 

政党の要件 ※上記の「政党」を参照。 第 3 条第 2 項 
次のいずれかに該当する政
治団体 
1. 前回の衆議院議員総選挙
における確認団体*2 

2. 前回の参議院議員通常選
挙における確認団体*3 

3. 所属国会議員が 5 人以上 

第 3 条第 2 項 
次のいずれかに該当する政治
団体 
1. 所属国会議員が 5 人以上 
2. 以下のいずれかの選挙で、
小選挙区選挙（衆議院）、選
挙区選挙（参議院）又は比例
代表選挙における全国得票
率が 2%以上 
①前回の衆議院議員総選挙 
②前回の参議院議員通常選
挙 

③前々回の参議院議員通常
選挙 

*1 昭和 50 年改正前の政治資金規正法においては、政治団体の範囲を「政党、協会その他の団体」として捉え、「政

党」とは政治活動を本来の目的とする団体を、「協会その他の団体」とは政治活動を行う目的を有する団体をいう

ものとされていた。これらの定義によると、後援団体など政治活動を本来の目的とする団体は全て「政党」に含ま

れることになり、国民の常識的な考え方との間に隔たりが生じる一方で、経済団体、労働団体、文化団体などであ

っても副次的に政治活動を行う目的を有する限りその全てが「協会その他の団体」に該当することとなり、範囲が

広過ぎて不明確であった。当該改正により、「政党」の範囲が限定され、「協会その他の団体」のうち政治活動の

態様が一時的であったり、従たる活動であったりする団体は「政治団体」に含まれないものとされた。（自治省選

挙部編『改正政治資金規正法解説』地方財務協会, 1976, pp.13-18.） 
*2 確認団体とは、各種選挙において、一定の要件を満たし、総務大臣（平成 13 年の中央省庁再編までは自治大臣）

又は各選挙管理委員会から確認書の交付を受けた政治団体を指す。一般に政治団体は、選挙時において選挙運動と

紛らわしい政治活動を行うことが規制されるが、確認団体は当該政治活動の大半を一定の条件の下で行うことが

できるほか、その一環として一定の選挙運動を行うことが認められる。昭和 50 年政治資金規正法改正時の衆議院

議員総選挙における確認団体の要件は、当該選挙における所属候補者が 25 人以上の政治団体となっていた。なお、

平成 6 年の公職選挙法改正により、衆議院議員の選挙における確認団体制度は廃止された。 
*3 昭和 50 年の政治資金規正法改正時、参議院議員通常選挙における確認団体の要件は、当該選挙における所属候補

者が 10 人以上の政治団体となっていた。この要件は、昭和 57 年の公職選挙法改正により、①名簿届出政党等、②

当該選挙における所属候補者が 10 人以上の政治団体のいずれかに該当すること、と改定された。なお、「名簿届

出政党等」とは、参議院議員選挙の比例代表選挙において、公職選挙法の規定に基づき候補者名簿の届出を行った

政治団体を指し、その要件は、平成 6 年の同法改正まで、①所属国会議員が 5 人以上、②前回の衆議院議員総選挙

又は前回の参議院議員通常選挙の選挙区選挙若しくは比例代表選挙における全国得票率が 4%以上、③当該選挙に

おける候補者が 10 人以上のいずれかに該当することとなっていた。 
（出典）神田広樹「戦後主要政党の変遷と国会内勢力の推移（資料）」『レファレンス』761 号, 2014.6, p.48. <http:

//dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8689381_po_076103.pdf?contentNo=1> を基に筆者作成。 
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表２ 現行の政党関係法制における「政党」要件 

「政党」等の名称 
法律（制定年又は現在の要

件となった年） 
要件 

政党 

 

政治資金規正法第 3 条第 2 項 
（平成 6 年） 

政治資金規正法における政治団体のうち、次のいずれかに該当す

るもの 
1. 所属国会議員が 5 人以上 
2. 以下のいずれかの選挙で、小選挙区選挙（衆議院）、選挙区選

挙（参議院）又は比例代表選挙における全国得票率が 2%以上 
①前回の衆議院議員総選挙 
②前回の参議院議員通常選挙 
③前々回の参議院議員通常選挙 

政党助成法第 2 条第 1 項 
政党交付金の交付を受ける

政党等に対する法人格の付

与に関する法律第 3 条第 1
項 
（平成 6 年） 

政治資金規正法における政治団体のうち、次のいずれかに該当

するもの 
1. 所属国会議員が 5 人以上 
2. 所属国会議員を有し、かつ以下のいずれかの選挙で、小選挙

区選挙（衆議院）、選挙区選挙（参議院）又は比例代表選挙に

おける全国得票率が 2%以上 
①前回の衆議院議員総選挙 

②前回の参議院議員通常選挙 

③前々回の参議院議員通常選挙 

候補者届出政党*1 
（衆議院） 

公職選挙法第 86 条第 1 項 
（平成 6 年） 

次のいずれかに該当する政治団体 
1. 所属国会議員が 5 人以上 
2. 以下のいずれかの選挙で、小選挙区選挙（衆議院）、選挙区選

挙（参議院）又は比例代表選挙における全国得票率が 2%以上 
①前回の衆議院議員総選挙 

②前回の参議院議員通常選挙 

名簿届出政党等*2 
（衆議院／参議院） 

公職選挙法第 86 条の 2 第 1
項／第 86 条の 3 第 1 項 
（平成 6 年） 

次のいずれかに該当する政治団体 
1. 所属国会議員が 5 人以上 
2. 以下のいずれかの選挙で、小選挙区選挙（衆議院）、選挙区選

挙（参議院）又は比例代表選挙における全国得票率が 2%以上 
①前回の衆議院議員総選挙 
②前回の参議院議員通常選挙 

3. （※衆議院議員選挙について） 
当該選挙における名簿登載者数が当該比例ブロックの定数の

20%以上 
4. （※参議院議員選挙について） 
当該選挙における候補者が 10 人以上 

（参考）確認団体*3 
（※参議院議員通

常選挙の場合） 

公職選挙法第 201 条の 6 
（昭和 57 年） 

次のいずれかに該当する政治団体 
1. 参議院名簿届出政党等 
2. 当該選挙の選挙区選挙における所属候補者が 10 人以上 

*1 衆議院議員選挙の小選挙区選挙において、本表に記載した要件を満たし、候補者の届出を行った政治団体を指す。

候補者届出政党は、公職選挙法の規定に基づき、当該選挙において、選挙運動期間中に一定の選挙運動を行うこと

が認められる。 
*2 衆議院議員選挙又は参議院議員選挙の比例代表選挙において、本表に記載した要件を満たし、候補者名簿の届出

を行った政治団体を指す（衆議院議員選挙の場合は「衆議院名簿届出政党等」、参議院議員選挙の場合は「参議院

名簿届出政党等」）。名簿届出政党等は、公職選挙法の規定に基づき、当該選挙において、選挙運動期間中に一定

の選挙運動を行うことが認められる。 
*3 各種選挙において、一定の要件を満たし、総務大臣（平成 13 年の中央省庁再編までは自治大臣）又は各選挙管理

委員会から確認書の交付を受けた政治団体を指す。一般に政治団体は、選挙時において選挙運動と紛らわしい政治

活動を行うことが規制されるが、確認団体は当該政治活動の大半を一定の条件の下で行うことができるほか、その

一環として一定の選挙運動を行うことが認められる。 
（出典）神田広樹「戦後主要政党の変遷と国会内勢力の推移（資料）」『レファレンス』761 号, 2014.6, p.48. <http:

//dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8689381_po_076103.pdf?contentNo=1> を基に筆者作成。 
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Ⅱ 主な記載事項 
 

 昭和 50 年以前については、脚注 4 に挙げた文献及び新聞記事を参考に記載した。昭和 51 年

以降の主な記載事項及びその定義等は、次のとおりである。 

 

１ 政党の名称 

 政党の設立及び異動に係る届出における「政治団体の名称」に基づく6。 

 

２ 政党の設立及び名称変更等 

政党の設立及び名称変更の日付は、政党の設立及び異動についての届出年月日とした。従来

所属国会議員を有しなかった政党に国会議員が所属することとなった場合については、新聞報

道等を参照した。 

 

３ 政党の合併、分割等 

 平成 7 年 1 月 1 日に施行された政党助成法には、政党の合併及び分割についての規定が設け

られているため、同年以降については次の事項についても記載した7。 

①「新設合併」：政党の合併のうち、2 以上の政党が全て政治資金規正法に基づく解散に関す

る届出8を行い（合併解散政党）、新たな政党を設立（新設政党）した場合。 

②「存続合併」：政党の合併のうち、1 つの政党が存続し（存続政党）、他の政党は政治資金規

正法に基づく解散に関する届出を行い（合併解散政党）、当該存続政党に合流した場合。 

③「分割」：政党が、政治資金規正法に基づく解散に関する届出を行い（分割解散政党）、新

たに 2 以上の政党（分割政党）又は政治団体が設立された場合。 

④「分派」9：政治資金規正法上の政党を解散することなく、所属国会議員の一部が離党し、新

たに同法上の政党が設立された場合。ただし、新たに設立された（同法上の）政党に参加す

る国会議員が、全て同一の（同法上の）政党に所属していた者である場合に限ることとした。 

 

異動の日付は、「存続合併」の場合、（当該合併に係る）政治資金規正法上の政党の解散に

ついての届出における「解散年月日」を記載した。「新設合併」、「分割」及び「分派」に伴

い新たに設立された政党等にあっては、同法上の設立についての届出年月日を記載した。 

 

                                                      
6 政治資金規正法上は、自由民主党は「自由民主党本部」、日本共産党は「日本共産党中央委員会」として届け出ら

れているが、それぞれ「自由民主党」と「日本共産党」とした。 
7 ただし、平成 6 年 12 月 31 日以前における合併又は分割であっても、平成元年 7 月 23 日（第 15 回参議院議員通常

選挙の執行日）後に行われ、かつ、政党助成法附則第 4 条に基づき、合併又は分割に関する届出が遡って行われた

ものについては、記載した。 
8 政治資金規正法上の政党が解散した場合、当該解散政党は、総務大臣に対し、解散した旨及び解散年月日について

届け出る必要があり（同法第 17 条第 1 項）、届出が行われた場合、（政党の設立、異動等に関する届出と同様に）

総務大臣は、遅滞なく、その旨を官報への掲載等により公表しなければならない（同条第 3 項）とされている。 
9 法律等により規定された概念ではないが、分割と区別するために、本資料では、３④に挙げた基準に該当するもの

を「分派」とし、合併及び分割と併せて記載することとした。分派については、「政党助成制度のあらまし」pp.16
-17. 総務省ウェブサイト <http://www.soumu.go.jp/main_content/000161030.pdf> も参照。 
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○○党 
昭 54.3.21 

●●クラブ 
平 12.3.4 

４ 政党の解散及び要件喪失等 

①「解散」：政党の解散に関する届出を行った場合。 

②「要件喪失」：政治資金規正法の政党要件を満たさなくなった場合。 

③「国会議員不在に」：当該団体に所属する国会議員を有しなくなったものの、当該団体が引

き続き政治資金規正法の政党要件を満たしている場合。 

 

異動の日付は、「解散」の場合は政党の解散に関する届出における「解散年月日」に、「要

件喪失」の場合は政党でなくなったことに関する官報告示10に基づいた。「国会議員不在に」の

場合については、新聞報道等を参照した。 

 

５ 政党間の議員の移動 

 政党の設立並びに解散及び要件喪失等に係る議員の移動にのみ矢印を記した。政党間の議員

の移動であっても、政党の設立等と関連がないものについては記していない。 

 

参考文献 

・自治省選挙部政党助成室編『逐条解説政党助成法・法人格付与法』ぎょうせい, 1997. 

・政治資金制度研究会編『逐条解説政治資金規正法 第 2 次改訂版』ぎょうせい, 2002. 

・選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法 第 15 次改訂版』ぎょうせい, 2014. 

・安田充・荒川敦編著『逐条解説公職選挙法 上・下』ぎょうせい, 2009. 

 

【資料の凡例】 

＜政党・政治団体の設立等＞  

         （政党）               （政治団体） 

     

 

 

 

＜衆議院議員総選挙及び参議院議員通常選挙＞ 

 

（衆議院議員総選挙） 

 

（参議院議員通常選挙） 

 

 （衆参同日選挙） 

 

 

 

                                                      
10 政党が、政治資金規正法第 3 条第 2 項の規定に該当しなくなったことにより政党でなくなった場合、総務大臣は、

遅滞なく、その旨を官報への掲載等により公表しなければならない（同法第 7 条の 2 第 3 項）とされている。 

22 昭 21.4.10 

○1 昭 22.4.20 

221946.4.10 

○1 1947.4.20 

昭 61.7.6 
38 

○14  
1986.7.6 

38 

○14  

*□及び○内の数字は、選挙回次を表す。 

例：「22」=第 22 回衆議院議員総選挙 「○1 」=第 1 回参議院議員通常選挙 
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日本社会党 
昭 20.11.2 

日本共産党 
昭 20.12.1 

再建 

日本自由党 
昭 20.11.9 

日本社会党 
昭 30.10.13 

自由民主党 
昭 30.11.15 

（左派） （右派） 

日本社会党
（左派） 

日本社会党
（右派） 

労働者農民党 
昭 23.12.2 

協同党 
昭 27.7.23 

農民協同党 
昭 24.12.9 

社会革新党 
昭 23.3.26 

社会民主党 
昭 26.2.10 

（所感派） （国際派） 

民主自由党 
昭 23.3.15 

日本進歩党 
昭 20.11.16 

民主党 
昭 22.3.31 

（野党派） （連立派） 

自由党 
昭 25.3.1 
名称変更 

日本協同党 
昭 20.12.18 

協同民主党 
昭 21.5.24 
名称変更 

国民協同党 
昭 22.3.8 

国民党 
昭 21.9.25 

国民民主党 
昭 25.4.28 

改進党 
昭 27.2.8 

新政クラブ 
昭 26.9.5 

日本民主党 
昭 29.11.24 

日本自由党 
昭 28.11.29 
名称変更 

（鳩山）自由党 
昭 28.3.22 

日本農民党 
昭 22.2.20 

農民新党 
昭 23.12.29 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

 
 
 

 

 
 
  
 

昭 25.1.19 
分裂 

昭 25.4.4 
統一 

昭 26.10.24 
分裂 

 
統一 

昭 27.10.18 
解党 

合同 

昭 25.1 
分裂 

昭 30.7.27 
統一 

昭 24.3.8 
分裂 

昭 25.2.10  
合同 

合同 

合同 

合同 

合同 

合同 27 昭 30.2.27 271955.2.27 

26 昭 28.4.19 261953.4.19 

○3 昭 28.4.24 ○3 1953.4.24 

25 昭 27.10.1 251952.10.1 

○2 昭 25.6.4 ○2 1950.6.4 

○1 昭 22.4.20 ○1 1947.4.20 

24 昭 24.1.23 241949.1.23 

23 昭 22.4.25 231947.4.25 

22 昭 21.4.10 221946.4.10 

資料 戦後の我が国における主要政党の変遷 
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サラリーマン新党 
昭 58.7.4 

第二院クラブ 
昭 58.6.29 

福祉党 
昭 58.7.1 

新自由クラブ 
昭 51.7.7 

税金党 
昭 61.8.1 

社会市民連合 
昭 52.7.10 

社会民主連合 
昭 53.1.23 

公明党 
昭 39.11.17 

民主社会党 
昭 35.1.24 

革新自由連合 
昭 52.7.10 

無党派市民連合 
昭 58.4.16 

公明政治連盟 
昭 36.11.27 

民社党 
昭 44.11.2 
名称変更 

日本共産党 日本社会党 労働者 
農民党 

自由民主党 

社会民主連合 
昭 61.7.31 
要件回復 

無党派市民連合 
昭 58.7.27 
要件回復 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

1986.7.6 

○13 昭 58.6.26 ○13 1983.6.26 

37 昭 58.12.18 371983.12.18 

昭 61.8.15 
国会議員不在に 

○11 昭 52.7.10 

35 昭 54.10.7 

34 昭 51.12.5 

1980.6.22 

351979.10.7 

○11 1977.7.10 

341976.12.5 

昭 53.1.22 
解散 

昭 58.7.10 
要件喪失 

昭 55.6.23 
要件喪失 

昭 32.1.16 
解党 

33 昭 47.12.10 331972.12.10 

32 昭 44.12.27 321969.12.27 

31 昭 42.1.29 311967.1.29 

○10 昭 49.7.7 ○10 1974.7.7 

30 昭 38.11.21 301963.11.21 

○9 昭 46.6.27 

○8 昭 43.7.7 ○8 1968.7.7 

29 昭 35.11.20 291960.11.20 

28 昭 33.5.22 281958.5.22 

○7 昭 40.7.4 ○7 1965.7.4 

○6 昭 37.7.1 ○6 1962.7.1 

○5 昭 34.6.2 ○5 1959.6.2 

○4 昭 31.7.8 ○4 1956.7.8 

○9 1971.6.27 

38 

○14  

36 

○12  

昭 61.7.6 
38 

○14  

昭 55.6.22 
36 

○12  

昭 58.5.21 
要件喪失 

昭 59.11.26 
国会議員不在に 昭 61.7.7 

要件喪失 

（前ページから続く） 
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自由連合 
平 6.12.21 

フロムファイブ 
平 9.12.26 
要件回復・ 
名称変更 

自由の会 
平 9.1.20 
名称変更 

新社会党・平和連合 
平 8.1.8 

新進党 
平 6.12.12 

第二院 
クラブ 

日本共産党 日本社会党 民社党 公明党 自由民主党 

市民リーグ 
平 7.12.25 

自由連合 
平 7.12.28 
要件回復 

社会民主党 
平 8.1.25 
名称変更 

新社会党 
平 8.3.11 
名称変更 

太陽党 
平 8.12.26 

新党さきがけ 
平 5.6.24 

民主党 
平 8.9.20 

スポーツ平和党 
平 1.9.28 

平和・市民 
平 7.6.19 
名称変更 

新党・護憲リベラル 
平 6.10.7 
名称変更 

護憲リベラルの会 
平 6.4.1 

公明 
平 6.12.5 

公明新党 
平 6.12.5 

新生党 
平 5.6.24 

日本新党 
平 4.8.17 

進歩党 
平 1.10.17 

民主改革連合 
平 5.6.28 
名称変更 

連合の会 
平 1.12.27 

サラリー 
マン新党 

税金党 社会民主 
連合 

新党「自由党」 
平 6.4.25 

新党みらい 
平 6.4.20 

社会民主連合 
平 1.8.9 
要件回復 

自由連合 
平 8.12.25 
要件回復 

新党・みらい 
平 6.6.9 
名称変更 

 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

   

 
 
 

 

 
  
 

平 9.7.8 要件喪失 

平 8.10.25 要件喪失 平 8.10.25 
要件喪失 

平 7.11.20 
要件喪失 

分派 

平 8.9.17 要件喪失 

平 7.10.6 
国会議員不在に 

平 7.7.23 
要件喪失 

新設合併 

411996.10.20 41 平 8.10.20 

○17 1995.7.23 ○17 平 7.7.23 

○16 平 4.7.26 ○16 1992.7.26 

平 6.5.22 
解散 

 

40 平 5.7.18 401993.7.18 

平 4.7.27 
要件喪失 

○15 平 1.7.23 

39 平 2.2.18 

分割 

○15 1989.7.23 

391990.2.18 

平 2.3.1 
国会議員不在に 平 2.10.5 

国会議員不在に 

平 1.7.4 要件喪失 

分派 

（前ページから続く） 
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日本共産党 社会民主党 公明 民主党 

新党日本 
平 17.8.24 
名称変更・ 
要件充足 

国民新党 
平 17.8.19 

自由民主党 新進党 

新党友愛 
平 10.1.5 

公明党 
平 10.11.12 
名称変更 

自由連合 
平 17.9.12 

国会議員が所属 

保守党 
平 12.4.11 

保守クラブ 
平 14.12.26 

保守新党 
平 14.12.26 

無所属の会 
平 11.12.24 
名称変更 

参議院クラブ 
平 10.12.28 

新党 
さきがけ 

さきがけ 
平 10.10.27 
名称変更 

第二院 
クラブ 

国民の声 
平 10.1.6 

自由党 
平 10.1.5 

改革クラブ 
平 10.1.5 

新党平和 
平 10.1.5 

黎明クラブ 
平 10.1.7 

フロム 
ファイブ 

民政党 
平 10.1.27 

太陽党 民主改革 
連合 

自由連合 
平 10.7.21 

政党自由連合 
平 11.12.21 
名称変更 

自由連合 
平 12.9.19 
名称変更 

日本 
平 17.8.22 

 
 

平 17.9.11 
国会議員不在に 

平 15.11.21 
存続合併 

平 16.7.25 
要件喪失 

平 13.8.3 
要件喪失 

平 13.8.3 
要件喪失 

平 15.9.26 存続合併 

平 10.1.18 
存続合併 

平 10.11.7 
存続合併 

分割 

分割 

分派 

平 12.6.30 
要件喪失 

平 10.4.27 
存続合併 

新設合併 

44 平 17.9.11 442005.9.11 

432003.11.9 43 平 15.11.9 

○20 平 16.7.11 ○20 2004.7.11 

422000.6.25 42 平 12.6.25 

○19 平 13.7.29 ○19 2001.7.29 

○18 平 10.7.12 ○18 1998.7.12 

 

（前ページから続く） 
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日本共産党 社会民主党 公明党 民主党 国民新党 新党日本 自由民主党 

減税日本 
平 24.10.31 

太陽の党 
平 24.11.13 
名称変更 

日本維新の会 
平 24.9.28 

新党改革 
平 22.4.23 
名称変更 

たちあがれ日本 
平 22.4.12 

新党日本 
平 21.8.30 

国会議員が所属 

改革クラブ 
平 21.10.16 
要件回復 

みんなの党 
平 21.8.10 

生活の党 
平 24.12.27 
名称変更 

新党大地 
平 24.11.28 
名称変更 

日本未来の党 
平 24.11.28 

みどりの風 
平 24.12.28 
要件回復 

みどりの風 
平 24.11.15 

国民の生活が第一 
平 24.7.12 

新党大地・真民主 
平 24.1.5 
名称変更 

大地・真民主党 
平 23.12.28 

新党きづな 
平 24.1.4 

改革クラブ 
平 20.8.28 

改革クラブ 
平 20.9.24 
要件回復 

新党日本 
平 19.8.8 

国会議員が所属 

みんなの党 
平 21.9.8 
要件回復 

自由連合 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平 24.11.21 
要件喪失 

平 24.11.15 
要件喪失 

平 24.12.16 
要件喪失 

平 24.12.16 
要件喪失 

平 24.11.29 
要件喪失 

平 24.12.16 
国会議員不在に 

平 24.11.21 
国会議員不在に 

平 21.9.4 
要件喪失 

平 21.8.18 
国会議員不在に 

平 18.11.2 国会議員不在に 

分派 

分派 

分派 

46 平 24.12.16 462012.12.16 

○22 平 22.7.11 ○22 2010.7.11 

452009.8.30 45 平 21.8.30 

○21 平 19.7.29 ○21 2007.7.29 

平 21.8.18 要件喪失 

平 20.9.17 要件喪失 

平 19.7.26 国会議員不在に 

（前ページから続く） 
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結いの党 
平 25.12.20 

日本共産党 社会民主党 公明党 民主党 自由民主党 

維新の党 
平 26.9.22 
名称変更 

日本のこころを 
大切にする党 
平 27.12.21 
名称変更 

おおさか維新の会 
平 27.11.2 

日本維新の会 
平 28.8.23 
名称変更 

改革結集の会 
平 27.12.21 

生活の党と山本太郎 
となかまたち 
平 26.12.26 

名称変更・要件回復 

次世代の党 
平 26.8.1 

自由党 
平 28.10.12 
名称変更 

日本維新の会 
平 26.8.1 

民進党 
平 28.3.27 
名称変更 

日本維新の会 みんなの党 新党改革 

太陽の党 
平 26.9.25 

国会議員が所属 

太陽の党 
平 27.1.8 

国会議員が所属 

日本を元気にする会 
平 27.1.8 

日本のこころ 
平 29.2.7 
名称変更 

みどりの風 国民新党 

立憲民主党 
平 29.10.3 

希望の党 
平 29.9.25 

国民党 
平 30.5.7 

希望の党 
平 30.5.8 国民民主党 

平 30.5.7 
名称変更 

生活の党 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 25.3.22 
解散 

○23 平 25.7.21 ○23 2013.7.21 平 25.7.28 
要件喪失 

分派 

平 28.3.25 
要件喪失 

平 26.11.28 
解散 

平 28.7.10 
要件喪失 

分割 

○24 平 28.7.10 ○24 2016.7.10 

472014.12.14 
47 平 26.12.14 

分派 

平 26.12.14 
要件喪失 

平 26.11.26 
 国会議員不在に 

分派 

平 26.9.21 存続合併 

平 27.4.30 
存続合併 

平 28.3.27 
存続合併 

平 28.1.13 
要件喪失 

482017.10.22 48 平 29.10.22 平 29.10.22 
要件喪失 

分派 

分割 

平 30.5.7 
存続合併 

（前ページから続く） 




